
１．調査要領
(1)調査対象

ア 対象地区 上越南地区（牧区、三和区、中郷区、板倉区、清里区）

イ 対象企業 同地区内商工会員

ウ 調査企業数 事業所 （うち小規模事業者数 事業所）

エ 回答企業数 事業所

)

(2)調査対象期間

月 ～ 月

）

(3)調査方法

会員へ調査票を配布し回答を回収した。

(4)調査対象と回答企業の構成

小 中 大

1 # 0 0

2 9 0 0

3 2 0 0

4 # 3 0

5 9 1 0

6 # 0 0

# 4 0

２．地域内産業全体の景況概要

※本報告書中の「DI」とは、ディフュージョン・インデックス（景気動向指数）の略で、各
調査項目について増加（上昇、好転）企業の割合から減少（低下、悪化）企業の割合を差し
引いた値を示すものである。

令和元年 10 令和元年 12

（調査時点： 令和2年1月1日
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調査対象

建設業

製造業

卸売業

小売業

飲食・宿泊業

サービス業その他

小規模企業 中小企業 大企業

72 4 0
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上越南地区商工会景況調査報告書

有効回答

企業数 構成比企業数 構成比

13.2%

　１０月１日より消費税率が８％から１０％に引き上げられた後の最初の調査期であった
が、各調査項目のDI推移を取り入れたところ、「仕入単価」及び「販売（客）単価」以外に
ついては、ほぼ右肩下がりとなる結果となった。消費税増税に伴う仕入単価の上昇等が売上
や採算性をはじめとした景況判断に悪影響と及ぼしていることに加えて、記録的な暖冬小雪
により、除雪業務をはじめとした冬季独自の売上が期待できないことが要因として考えられ
る。その結果、今後の見通しで景況判断が好転するとの回答はわずかに２社に留まった。



【売上高】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【採　算】

前年同期比 前期比 今後の見通し

前年同期比

前期比
今後の見通し

01/7∼9 01/10∼12 02/1∼3

▲ 8.9
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▲ 27.8
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0.0

▲ 55.3

増加

20

不変 減少

3521

好転
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不変
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悪化 好転

4
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不変 悪化好転 不変 悪化

不変 減少

26 46

増加 不変 減少

22 32 22

　採算については、前年同期比・前期比については不変との回答が最も多くDI推移もほ
ぼ横ばいであったが、今後の見通しについては悪化と回答した事業所が半数以上あり、
DIも大幅に下がった。売上と同様に建設業及びサービス業において今後は悪化の傾向に
あるとの状況であった。

14 35 27 14 41 44

　４分の１程度の事業所が前期（令和元年７～９月期）及び前年同期と比べて売上高が
増加傾向にあるとの回答があったが、DIの推移にもあるように増加傾向にあるとの回答
割合は減少している。今後についての見通しで減少傾向と答えた事業所数は４６と前回
調査と比較して大幅に増えており、その中でも建設業とサービス業の回答が多くなって
いた。
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【仕入単価】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【販売（客）単価】

前年同期比 前期比 今後の見通し

上昇 不変 低下 上昇 不変 低下 上昇 不変

44 30 2

58

4946 27 3

9 58 9 5

23

低下 上昇 不変

　販売（客）単価については、前回調査同様に半数以上の事業所が前年から今後にかけ
て不変であるとの回答であった。ただDI推移については、仕入単価と同様に前年同期比
及び前期比については改善傾向にあるものの、今後の見通しについてはDIが下がってい
た。消費税の増税による影響で、特に建設業と飲食・宿泊業において前期比等のDIが改
善されている印象がある。

低下
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　仕入単価については、前回調査と同様に低下と答えた事業所は少なく、大方の事業所
が上昇あるいは不変の傾向にあるとの回答であった。しかしながら、前年同期比及び前
年比でのDIは改善しているものの、今後の見通しについてはDIが下がる結果となった。
特に建設業及び飲食・宿泊業において、今後は上昇傾向にあるとの減ったことが要因で
あり、今後の仕入単価の上昇はこれまでほど大きくはないものと思われる。
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【資金繰り】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【雇用動向】

前年同期比 前期比 今後の見通し

53

好転 不変 悪化 好転 不変

6 57 12 1 66 8 2 64

増加 不変 減少 増加 不変 増加 不変

　雇用動向については８割近くの事業所が不変との回答であったが、DI推移では前年同
期比及び今後の見通しがほぼ横ばいであったのに対して、前期比は悪化傾向にあった。

9

減少

23

悪化

　資金繰りについても販売（客）単価と同様に、半数以上の事業所が前年から今後にかけけて
不変であるとの回答であった。DI推移では前年同期比、前期比、今後の見通しといずれも悪化
しており、特に今後については好転と回答した事業所はゼロであった。建設業と小売業におい
て悪化傾向との回答が増えたことが要因となっている。
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【景況判断】

前年同期比 前期比 今後の見通し

【経営上の問題点】

10 34 32 7 38 31 2 36

好転 不変 悪化 好転 不変 悪化 好転 不変

　景況判断については、年々同期比、前期比、今後の見通しのいずれも半数近い事業所
が悪化との回答であった。DI推移をみてもいずれも前回調査と比べても悪化傾向にあ
り、消費税の増税あるいは小雪等による影響が大きかったものと考えられる。

38

悪化

　経営上の問題点については、「仕入単価の上昇」が最も多く、次いで「需要の停
滞」、「税負担の増加」が主な問題点として挙げられていた。「仕入単価の上昇」つい
ては、製造業及び飲食・宿泊業、「需要の停滞」については小売業及びサービス業にお
いて特に問題点として挙げている事業所が多く見受けられた。また、前回調査と比べて
「需要の停滞」及び「税負担の増加」を問題点として挙げた事業所数が増加したところ
が特徴的であった。その他、今後の事業・経営において強化したい点として、販路開拓
及び人材育成等が挙げられていた。
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３．産業別景況概要

（１）建設業

（２）製造業

（３）卸・小売業

（４）サービス業（飲食・宿泊を含む）その他

　サービス業においては、前回の調査において売上と採算性は大方の事業所が
前年から今後にかけて不変であるとの回答であったのに対し、今回の調査では
特に今後の見通しが減少あるいは悪化傾向にあるとの回答が多くなっていた。
こちらも、消費税増税による影響も少なからずあったものと思われ、飲食・宿
泊業においては「仕入単価の上昇」を経営上の問題点として、最も多く上げら
れていた。その他、「店舗、設備等の老朽化」、「需要の停滞」も問題点とし
て多く挙げられており、卸・小売業と似たような経営課題を抱えている状況で
あった。

　建設業においては前回調査と同様に、売上・採算性ともに前年から今期にかけて増
加・不変・減少と回答した割合はほぼ同じであったが、今後の見通しをみると減少傾向
が強いようである。なかでも、今後の見通しについては増加・好転と回答した事業所が
半減した。また、これまで仕入単価は上昇傾向にあったが、いくつかの事業所で今後低
下傾向となるとの回答もあった。経営上の問題点に関しては、従業員の確保を問題点と
している事業所が最も多く、人手不足、特に職人のなり手が極端に少ないとの声が多
かった。景況判断・売上に関しては、今冬の小雪による除雪事業の減少影響が非常に大
きく、来期の景況感は大幅に悪化するのではと懸念される。

　製造業においては前回調査に比べて、売上について前年から今期にかけて増
加と回答した事業所が減少し、今後の見通しにおいては減少傾向にあると答え
た事業所が増加した。しかしながら、採算性については不変であると回答した
事業所が多かったことから、経営努力により一定の利益を確保できている事業
所も多いと考えられる。また、仕入単価の上昇傾向が落ち着いてきたほか、今
後については大方の事業所が不変であるとの回答であった。経営上の問題点と
しては、「仕入単価の上昇」のほかに「店舗、設備等の老朽化」を挙げる事業
所も多かった。

　卸・小売業においては前回調査と同様に売上・採算性ともに前年から今後に
かけて、大方減少傾向にあるようだが、その割合は増えておりDIも低下してい
る。軽減税率対象外の商品を販売する小売店にとっては消費税増税による需要
の停滞もあったものと思われ、多くの事業所が経営上の問題点として「需要の
停滞」を挙げていたほか、「仕入単価の上昇」と「店舗・設備等の老朽化」も
問題点として多く挙がっていた。


